農業振興地域の整備に関する法律に基づく開発行為等に関する

事務処理要領

　農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号、以下「法」という。）第15条の２に定める農用地区域内における開発行為許可の手続等について、次のとおり定める。

第１ 開発行為の許可（法第15条の２）に係る手続

　１ 農用地区域内における開発行為を行おうとする者は、「開発許可申請書」（様式１）を市町長を経由して知事に提出するものとする。

　２ 申請書には次に掲げる書類を添付するものとする。
(1) 法人にあっては、法人登記簿及び定款又は寄附行為の写し

(2) 申請に係る土地の登記簿謄本

(3) 申請に係る土地の位置図（縮尺は原則として、５万分の１ないし１万分の１程度）及び付近の状況を明らかにする図面（縮尺は原則として、５千分の１程度）

(4) 開発行為に係る資金計画書及び事業を実施するために必要な資力及び信用があることを証する書類（預金残高証明書、融資証明書等）

(5) 開発行為が建築物その他工作物の新築、改築又は増築である場合にあっては、開発行為に係る土地における当該建築物その他工作物の位置を明らかにした図面　　　　　　　　　　　　
(6) 所有権以外の権原に基づいて申請が行われる場合には、所有者の同意があったことを証する書面。申請に係る土地が農用地で、地上権、永小作権、質権、賃貸借又は使用貸借による権利に基づく耕作者がいる場合には、その同意があったことを証する書面
 (7) 開発行為に関連して法令の定めるところにより、関係機関の許認可等を要する場  合はその許認可を得ていること（又はその見込みがあること）を証するもの又はその写し

(8) 開発行為が鉱物の採掘、土、岩石又は砂利の採取の場合は次の書類

①事業計画書（採取物、採取量、採取後の採取物の用途、復元計画等がわかるもの）　

②工程表

③開発行為に係る土地の縦断図・横断図

(9) 現況写真（開発行為全体が把握できるもの）

(10) 事業計画書又は工程表（開発行為が鉱物の採掘、土、岩石又は砂利の採取以外の場合）

(11) その他参考となる書類

第２　申請書受理後の事務手続
　１　市町長は申請書の提出があったときは、申請書の記載内容等及び添付書類等に不備がなければ受理し、遅滞なく、知事に提出するものとする。この場合において、　　当該申請書に意見書（様式２）を添付することができるものとする。
  ２　知事は申請書の提出があったときは、その内容を審査し、法令等に基づいて、許可又は不許可を決定するものとする。なお、決定にあたっては、法第15条の２第６項の規定に基づき、農業会議の意見を聴くものとする。
　３　知事は許可又は不許可を決定したときは、指令書（様式３）を申請者に交付するものとする。
第３　許可審査基準及び標準処理期間

　１　許可審査基準

知事は許可の可否決定にあたっては、法第15条の２第４項各号に該当するか否かについて審査するものとする。なお、当該審査に具体的基準については、行政手続法第５条に基づき長崎県が定める「農用地区域における開発行為許可審査基準及び標準処理期間」によるものとする。

　２　標準処理期間

　　　行政手続法第６条に基づく標準処理期間は、補正に要する期間を除き、申請書等

　　の受理日の翌日から起算して30日とする。
第４　許可の条件

　　許可に当たっては、法第15条の２第５項に基づき、次の条件を付すものとする。

　　(1) 申請書及び添付書類に記載された計画に従って開発行為を行うこと。
　  (2) 開発行為の施工中において適切な防除措置を講ずること。

　　(3) 許可に係る開発行為が完成するまでの間、本件許可日から３ヶ月後及びその後６ヶ月ごとに開発行為の進捗状況を報告すること。
　　(4) 開発行為を中止又は廃止する場合には、農用地としての利用を困難としないための措置及び適切な防災措置を講ずること。
    (5) 許可に係る工事を完成し、又は中止若しくは廃止した場合には、遅滞なく、そ
　　 の旨を報告すること。

    (6) 事業計画を変更する事由が発生した場合は、遅滞なく開発行為の許可後におけ

　　 る事業計画変更承認申請をすること。
　  
第５　許可後の手続
　１　開発行為進捗状況報告

　　  事業者は許可日から３ヶ月後及びその後６ヶ月ごとに、開発行為進捗状況報告書
（様式４）を市町長を経由して知事に提出するものとする。
　２　開発行為の完了
　　  事業者は、開発行為が完了したときには、開発行為完了届（様式５）を市町長を

　　経由して知事に提出するものとする。

３　開発行為の中止・廃止
　　　事業者は、開発行為が中断・廃止したときには、開発行為中止・廃止届（様式６）
を市町長を経由して知事に提出するものとする。

　４　事業計画変更の手続
　　(1) 事業者が許可に係る事業計画の変更を行おうとする場合には、事業計画変更承　　認申請書（様式７）を市町長を経由して知事に提出するものとする。
　　(2) 知事は事業計画変更承認申請書の提出があったときには、その内容を審査し、承認又は不承認を決定するものとする。
　　(3) 知事は承認又は不承認を決定したときにはその旨、文書で申請者に通知するものとする。

第６　国又は地方公共団体が行う法第15条の２第７項の規定に基づく協議

  　国又は地方公共団体が行う法第15条の２第７項の規定に基づく協議は、次により行うものとする。　

　　 (1) 知事は、国又は地方公共団体の開発行為担当部局（以下「担当部局」という。）から、法施行規則第35条に規定する施設を設置するために、農用地区域内において開発行為を行う旨申し出があった場合は、担当部局に対し、開発許可協議書（様式８）を提出させるものとする。
　　 (2) 知事は協議の結果、法第15条の２第４項各号に規定する許可基準に合致し、農用地区域内で開発行為を行うことが必要でありやむを得ないと判断する場合には、

　　　その旨、文書で通知するものとする。

　第７　法第15条の２第1項開発許可違反

法第15条の２第１項に基づく開発許可を受けることが必要な場合に、許可を受けることなく開発行為が行われたとき、市町長は、他法令との調整後、様式13により知事に迅速に報告するものとする。
知事は報告を受けた後、市町と協議をし、今後の方針について迅速に決定するものとする。
　第８　法第15条の３に基づく監督処分
　　　 知事は開発行為の許可を受けた者が、許可条件に違反した場合又は偽りその他不正な手段により許可を受けて開発行為を行った場合は、法第15条の３の規定に基づき必要な措置を講ずるものとする。なお、勧告にあたっては、ガイドライン第20によるものとする。

　　　１　行為中止の通知

　　　　知事は、違反行為等の事実を知ったときは、直ちに違反者に対する是正指導を行い、この指導に応じない場合には、様式９により、開発行為の中止又は原状回復等

　　　をするよう勧告するとともに、関係行政庁にその写しを添付して通知するものとす

　　　る。
　　　２　命令
　　　　(1) 知事は１の勧告に対し違反者が応じない場合には、勧告をした日から１ヶ月以内に、命令すべきかどうかを決定するものとする。

　　　　(2) 知事は２(1)により命令すべきものと判断したときは、違反者に対し弁明の通知（様式10）を行うものとする。

　　  (3) 知事は、違反者から弁明書の提出があったとき、又は違反者が出頭して弁明
　　　  したときは、その内容を十分検討した上で、法第15条の３の規定による命令を行うか否かを決定するものとする。

　　　(4) 知事は、２(3)により命令を行うにあたっては、命令書（様式11）により、命令の日から違反是正するために必要な相当期間を定め、その期間内に是正措
置を講ずるように命ずるとともに、関係行政庁にその写しを添付して通知するものとする。

　第９　法第15条の４に基づく勧告等

 (1) 知事は、法第15条の４第１項に該当すると認められる開発行為等の事実を知ったときは、当該開発行為により農用地区域内において災害を発生させ、又は農業用用排水施設の有する機能に著しい支障を及ぼしている事態の態様、程度及びその他の事情を勘案して勧告の内容を決定し、様式12により、開発行為者に勧告するとともに、関係行政庁にその写しを添付して通知するものとする。
 (2) 知事は開発行為者が勧告の内容に従って必要な措置を講じなかったときは、公表すべきか否かを決定し、公表を必要とする場合は直ちに公表するものとする。
　　附則

この要領は、平成26年１月 ６日から施行する。

この要領は、平成28年12月 1日から施行する。
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